
 

はじめに 

 

 

特許庁では、知的財産基本法第９条に定められた国と地方公共団体との連携の強化という

考え方の下、地方公共団体の知財戦略への取組みを加速化するため、意欲的な取組みを推進

する都道府県及び政令都市とともに、知財を活用した事業化支援や模倣品対策支援等の中小

企業向け包括的な支援モデルの構築、知財経営の実現を目指す中小企業の発掘・育成のため

の支援モデルの構築等、広域自治体としての面的な性質を活かした取組み等を行ってまいり

ました。 
他方、市町村に目を向けますと、首長の意欲的な取組みの下、地元ニーズを反映したユニ

ークな取組みを行っている市町村が見受けられ、面を範囲とする広域自治体に比べ、点を範

囲とする基礎自治体として、より地域に密着した取組内容となっています。 
こうした市町村を支援することで、点を範囲とした知財支援策の集中的かつ効率的な実施

による速効性がある地域活性化が期待できることから、近畿地域においては東大阪市を支援

対象地域とし、平成２１年度から２年間、知財活用の実態調査、相談窓口の設置、知財専門

家派遣等を実施してきたところです。 
本マニュアルは２年間の事業を通じて浮き彫りとなった、東大阪市内の中小製造業者特有

の経営課題や、目指す事業イメージをベースに知的財産による解決手段を導き出したもので

す。 
厳しい経済状況の下、東大阪市内の中小製造業者が本マニュアルを活用し、三位一体の経

営戦略で積極的に事業展開を進めていく一助となるのはもちろんのこと、こうした地域版の

「知的財産活用マニュアル」が他の市町村においても作成され、知財に関する取組みが面的

に広がることを狙っています。 
事業者はもちろんのこと、行政や中小企業支援機関の担当者も常に本マニュアルを手の届

く所に置き、活用していただくことを期待しております。 
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第１章 マニュアルの活用について 

 
 
 

   知的財産への取組み方、企業経営への活かし方 1 
 

東大阪市内製造業の経営者に知的財産について抱いているイメージを尋ねると、「難しい」とか「自

社には関係がない」という言葉がよく返ってきます。確かに、知的財産と向き合うためには、少なから

ず法律や技術内容に関する専門知識が必要になります。その煩わしさがネックとなって、経営における

取組みの優先順位を下げている実態が伺えます。しかし、積極的に知的財産の保護・活用を図っている

企業は、そうではない企業に比べて競争力が高いことを示す調査結果が存在していることからも、中小

企業にとって知的財産に関する戦略的な取組みは、今後さらに重要性を増してくるものと考えられてい

ます。 

知的財産を「難しい」「自社には関係がない」と避けるのではなく、より安定的で積極的な事業展開

を行うために「知的財産を活用する」といった意識に変えていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 知的財産については、事業戦略、研究開発戦略と共に企業経営の一環として取り扱い、経営に活かす

ための取組みとして展開することが重要です。あなたの会社にとって必要な知的財産の取組みを知ると

同時に、知的財産に対する意識を高めるために、本マニュアルをご活用ください。 

 

知的財産は「経営・事業を『安心』に展開するためのツール」です。 

自社の製品や加工技術が模倣されると、収益悪化につながるばかりか、事業自体の存続に

まで影響を及ぼす危険があります。そのためにも、知的財産を保護することが求められます。

具体的には、特許権等の取得による保護や、営業秘密として秘匿するといった方法がありま

す。 

 

知的財産は「経営・事業を『積極的』に展開するためのツール」です。 

自社の技術を知的財産権として戦略的に取得・活用することで、市場における優位性を確

保することができます。戦略的に知的財産を取得・活用することによって競争力を確保する

経営を「知財経営」といい、この知財経営を継続的に実施することで、企業における利益の

最大化とリスクの最小化を図り、自社の事業を優位に展開することができます。 
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   マニュアルの見方、活用方法 2 
 

知的財産はよく「お金がかかる」といわれます。しかし、知的財産にかかるお金を「コスト」として

とらえるか、「投資」としてとらえるかは、使い方ひとつで大きく異なってきます。おそらく「お金が

かかるから後回しにする」と回答される経営者の方は「コスト」としてとらえられているのではないで

しょうか。 

「投資」として活用するにはどうすればよいのかの問いに対しては、いかに経営課題に即した知的財

産の取組みを行えるか、そして、効率的経営の結果としていかに収益につなげるのかが重要であるとい

えるでしょう。ただし、社内の組織体制の構築や、知的財産に関する各種規程の作成、知財知識の深化

等の「コスト」に近い取組みも不可欠です。そこで、この知的財産活用マニュアルは、「課題を解決す

るためのツールとして知的財産を活用する」「知的財産を経営に活かす」という考えのもと、２部で構

成されています。 

 
第２章の内容は

 

   あなたの会社の想定される経営課題・問題点や 

今後必要とされる知的財産の取組みを確認することができます。 

 

 

知的財産に関する意識や取組み状況について、 

自己診断を行い、あなたの会社の知的財産に関する意識レベルを把握しましょう。 

 

あなたの会社に必要な知的財産の取組みを知る（第２章）と同時に、知的財産に関する意識や取組み

状況を把握し意識を高める（第３章）ことにより、商品開発や顧客ニーズの把握等の事業推進に知的財

産を有効に活用することができます。 

図表１ 本マニュアルの考え方 

 

経営に活用するた

めの知的財産の取

組みの確認 

 

知的財産に関する

意識の向上 

第２章 第３章

知的財産の 

有効活用 
顧客ニーズ 

の把握 

商品開発

への活用
収益率の

改善

自社の 

ブランド力

向上

第２章 知的財産を経営に活用するための取組みを知ろう 

第３章 知的財産に関する意識を高めよう 

8 ページ 
で確認！！ 

第３章の内容は

10 ページ 
で確認！！ 
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第２章 知的財産を経営に活用するための取組みを知ろう 

 

企業によって抱える経営課題や問題点は異なり、必要となる知的財産の取組みの優先順位や手法も異

なります。そこで、本マニュアルでは、東大阪市内製造業を「現在の生産形態」と「今後目指す方向性」

により類型化し、それぞれのタイプに想定される経営課題や問題点、必要な知的財産の取組みについて

まとめています。 

第２章では、あなたの会社が抱える経営課題や問題点に応じて必要となる知的財産の取組みを知るこ

とができます。以下の流れに沿ってマニュアルを参照してください。 

 

 

 

 

 
本マニュアルでは、「現在の生産形態」と「今後目指す方向性」の２つの視点から類型化

された 18 パターンごとに求められる知的財産に関する知識や取組み等について取りまと

めています。この項では、あなたの会社が、18 パターンのいずれにあてはまるのか、企

業タイプ（型）を確認することができます。 

 

 
18 パターンそれぞれについて、企業が抱える経営課題や問題点、それに応じて必要と

なる知的財産の取組みとして考えるべき視点を取りまとめています（９ページで見方をチ

ェック！）。前項で確認したあなたの会社の企業タイプに応じた代表的な経営課題や問題点

と、それに対応するために必要となる知的財産に関する取組みや考え方について確認する

ことができます。 

なお、本マニュアルでは、企業が抱える経営課題や問題点について、各タイプの特徴的

なものを掲載しています。全ての企業にあてはまらない可能性もあります。その場合は、

あなたの会社が経営方針として「今後目指す方向性」と同じ企業タイプのページを参照し

てください。 

 

 

前項で確認した、あなたの会社に必要な知的財産の取組みを行うにあたっての進め方

や留意点について確認することができます。取組み解説に記載している注意点等を把握

し、実際の取組みに活かしましょう。 

３． 知的財産の取組みの留意点について確認する（解説確認） 

１． あなたの会社の課題に応じた知的財産の取組みを確認する 

１． あなたの会社の企業タイプを確認する １ 11 ページ

２ 14 ページ

３ 

第２章の使い方 

33 ページ
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第２章 ２．あなたの会社の課題や求められる知的財産の取組みを知ろう 

《ページの見方》 

 
  

 

●-●型 
 

 
現在の 

生産形態 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  

今後 

目指す方向性 

 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

チェック 内容 解説 NO 

   

   

   

   

   

   

 

「今後目指す方向性」を実現させるための経営課題・問題点 

知的財産の取組みとして考えられること 

会社の形態 

 

まずはココからやってみよう！ 

② この企業タイプの「現在の生産形態」と 

「今後目指す方向性」を示しています。 

③ この企業タイプの特徴的な課題や問題点です。 

④ 「②～③」の会社の状況を踏まえて、知的財産の取組みとして考え

られることについて記載しています。抱える課題や問題点を解決す

るために、知的財産をどのように活用できるのかについて説明して

います。 

① 「第２章１．あなたの会社の企

業タイプをチェックしよう」で

確認した企業タイプの番号で

す。 

⑤ ④の内容をうけて、具体的に必要となる知的財産の取組みを確認しましょう。 

記載の解説ページに移動して、取組む際の進め方や留意点を確認して、活用してください。 

また、左枠にチェック欄を設けています。「既にできている」「取組みを行った」という場合

はチェックをつけて、取組み状況を確認しながら進めましょう。 
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第３章 知的財産に関する意識を高めよう 

 

 
自己診断の活用、考え方 

 

第３章では、現在のあなたの会社の知的財産に関する意識や取組み状況について確認します。 

 

第２章で確認したあなたの会社の経営課題や問題点に応じた知的財産の取組みを実行していく

と同時に、知的財産の意識を高めることが重要です。 

 

知的財産に関する意識や取組み状況について、自己診断を行うことで現状を把握し、毎年点数

がどう変化するのかについて、定期的にチェックするようにしましょう。 

 

 

図表２ 自己診断を行う５つの内容と自己診断チェックの狙い 

 

知的財産活動を 

実践する仕組み 

知的財産に係る 

法制度・実務の 

知識 

知財戦略・ 

知財経営 

に関する知識 

知的財産活動の

経営戦略上の 

目的・位置づけ 

知的財産経営に

よる成果 

自 己 診 断 

知的財産に対する意識の向上 
 

 

 

75 ページ あなたの会社の取組み状況をチェックする 
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第２章 知的財産を 

経営に活用するための取組みを知ろう 

 
 

    

あなたの会社の企業タイプをチェックしよう 1 
 

 あなたの会社が、どの企業タイプに当てはまるのかを確認しましょう。 

 

 

 

あなたの会社の「現在の生産形態」を 

確認しましょう 

 

生産形態について、Ａ～Ｆの 6 つに分類しました。 

ＳＴＥＰ１であなたの会社の「現在の生産形態」をチェックして、ＳＴＥＰ２に進みましょう。 

 

ＳＴＥＰ１ 

 

※「最終製品を作りながらも、一方では、加工を請け負う」等、複数の生産形態が存在する場合もあり

ます。その場合は、事業ごとにどの企業タイプに属するのかを判断して、必要な知的財産の取組みに

ついて確認しましょう。 

 

図表３ 現在の生産形態 

Ａ 賃加工（組立含む） 
材料や資材等の提供を受け、それらを単加工（組立）することを主

な業としている企業 

Ｂ 下請け加工 
独自技術は保有しておらず、材料を独自で調達し、加工することを

主な業としている企業 

Ｃ 独自技術を有する加工 
独自技術を保有しており、材料を独自で調達し、加工することを主

な業としている企業 

Ｄ ＯＥＭ製品製造 
自社製品は製造せず、メーカーより製品の製造を受注し生産してい

る企業 

Ｅ 自社製品製造 
自社製品を製造しているが、価格や性能・機能、デザイン等につい

て他社との差別化が図れていない企業 

Ｆ 
優位性のある 

自社製品製造 

自社製品を製造しており、その製品の価格や性能・機能、デザイン

等について他社との差別化が図れている企業 
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あなたの会社の「今後目指す方向性」 

を確認しましょう 

 

 

ＳＴＥＰ２では、「今後目指す方向性」について、①～⑤の５つに設定しています。 

今後どのような事業展開を行いたいと考えているかについて、図表４を参考に、あなたの会

社が目指す方向に最も近いものをチェックして、ＳＴＥＰ３へ進みましょう。 

 

ＳＴＥＰ２ 

 

※「今後は加工技術を高めると同時に、自社製品も保有したい」等、図表４に記載している複数の内容

について、展開することを考えている場合もあります。ここでは、最も中心となる「今後目指す方向

性」について確認しましょう。 

 

 

図表４ 今後目指す方向性 

① 
「下請け（技術力強化）」 

を目指す 

より技術力を高め、下請けとして顧客ニーズに的確に対応し、

顧客との良好な関係を構築していきたいと考えている。 

② 
「加工専門特化型」 

を目指す 

他社との差別化を図るべく加工技術を高めると共に、積極的な

営業活動等により幅広い分野から受注していきたいと考えて

いる。 

③ 
「自社製品製造業への転換」 

を目指す 

現時点では自社製品を製造していないが、自社製品を自ら開発

し、新たな市場を開拓していきたいと考えている。 

④ 

「新製品･新技術開発型、 

並びに、試作開発重視型」 

         を目指す 

新製品や新技術の開発に力を入れていきたいと考えている。も

しくは、技術力を活かして、試作開発・製造に特化した事業を

進めていきたいと考えている。 

⑤ 
「異分野展開型」 

を目指す 

現在の事業分野とは全く異なる事業分野への展開を考えてい

る。 
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ＳＴＥＰ１、ＳＴＥＰ２の結果を踏まえて、 

あなたの会社の企業タイプを確認し、 

あてはまる欄に記載しているページを確認しましょう。 
ＳＴＥＰ３ 

 

 

図表５に記載しているあなたの会社の企業タイプに応じたページに移動して、想定される経営

課題や問題点、求められる知的財産に関する知識や取組み、注意点等について確認しましょう。 

 

 

※このマニュアルでは、想定される企業タイプとして 18 パターンを掲載していますが、全ての企業

タイプを網羅しているわけではありません。もし、あなたの会社の企業タイプと合致するものがない場

合は、あなたの会社の「今後目指す方向性」と同じ企業タイプのページを参照してください。 

 

 

図表５ 「現在の生産形態」と「今後目指す方向性」から見た企業タイプ一覧とその参照ページ 

⑤ 
「異分野展開型」 

を目指す 
  26 ページ 29 ページ 31 ページ 33 ページ

④ 

「新製品･新技術開発

型、並びに、試作開発

重視型」  を目指す 

 22 ページ 25 ページ 28 ページ 30 ページ 32 ページ

③ 
「自社製品製造業へ

の転換」  を目指す 
18 ページ 21 ページ 24 ページ 27 ページ   

② 
「加工専門特化型」 

を目指す 
17 ページ 20 ページ 23 ページ    

① 
「下請け（技術力 

強化）」  を目指す 
16 ページ 19 ページ     

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ 

 

賃
加
工 

（
組
立
含
む
） 

下
請
け
加
工 

独
自
技
術
を 

有
す
る
加
工 

Ｏ
Ｅ
Ｍ
製
品
製
造 

自
社
製
品
製
造 

優
位
性
の
あ
る 

自
社
製
品
製
造 

 

 

今
後
目
指
す
方
向
性 

現在の生産形態 
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   あなたの会社の課題や求められる知的財産の取組

みを知ろう（東大阪市内製造業の企業タイプ別取組みポイント） 2 
 
 

「第２章１．あなたの会社の企業タイプをチェックしよう」で、企業タイプを確認したら、それに応

じた経営課題・問題点と必要となる知的財産の取組みについて見ていきましょう。 

その前に経営課題・問題点について、考え方を整理しておきます。 

 

 

 『「今後目指す方向性」を実現させるための経営課題・問題点』の考え方 
 

 

 本マニュアルでは、『「今後目指す方向性」を実現させるための経営課題・問題点』を、「営業・

マーケティング」「研究・開発」「生産」の３つに分けて整理をしています。 

 

 ただし、知的財産の取組みによって対応が困難であると思われる経営課題・問題点については、

記載を省略しました。また、各企業タイプには、それぞれ特徴的な経営課題と知的財産の取組みを

紹介しているので、全ての企業類型に共通する経営課題については取り上げていません。 

 

 

 

図表 6 「営業・マーケティング」「研究・開発」「生産」に関する経営課題の一例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○顧客ニーズの把握 

○市場規模・市場動向の把握 

○新規顧客の開拓、販路の開拓 

○海外展開を含めた市場拡大に向

けた取組み 

○デザイン力・ブランド力による高

付加価値化 

○営業活動の強化 

○マーケティング力の強化 

   等 

営業・マーケティング 
 

 

○自社のコアとなる技術の開発・強

化 

○ＱＣＤ（品質、価格、納期）対応

のための技術力強化 

○新製品、新技術の開発 

○開発の効率化、開発部門の強化 

○より効率的な開発ができる人材

の育成 

○自社技術についての知的財産の

保護            等

研究・開発 

 

 

○地域企業との連携による生産体

制の構築（地域とのネットワーク

の推進等） 

○ＱＣＤ（品質、価格、納期）対応

のための生産体制の構築 

○パートナーの獲得 

○生産技術に対する知的財産の保

護体制の強化 

等

生産 
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＜補足＞ 

 
 このマニュアルに記載している経営課題・問題点が、各企業タイプが抱える全ての経営課題・

問題点ではありません。図表 7 に記載の代表的な経営課題・問題点についても対応を検討するこ

とが必要です。 

 

図表 7 中小企業の代表的な経営課題・問題点 

 
 
 
 
 
 
 
 

人件費の抑制、金融機関の貸し渋りによる資金不足 等 

人材の確保・育成、従業員意識の向上 

後継者の育成、技能の伝承、ナレッジマネジメントの推進 

受注単価の減少、価格競争の激化、海外からの安価品の台頭 

原材料・仕入れ価格の高騰 

製品の製造コスト削減、過剰在庫の削減、設備投資（老朽設備の更新） 

 
全ての企業タイプに共通する経営課題・問題点としては、「製品の製造コスト削減」「受注単価の

減少、価格競争の激化」「人材の確保・育成」等があげられます。これらに対応するために、知的

財産の取組みとしては、下記のような視点で考えることができます。 

 

○製造コストの削減を図るべく社内であみ出された工夫が、ライバル会社に知られ、真似され

てしまっては大変です。また、自社では当たり前と思っている技術が、他社にとっては非常

に価値のあるものかもしれません。工夫を「ノウハウ」として保護するための管理体制の構

築が不可欠です。 

○受注単価の減少、価格競争の激化等に対応するためには、他社との差別化、優位性の構築が

求められます。技術力強化はもちろんのこと、デザイン力やブランド力といった意匠や商標

を有効に活用する取組みも重要です。 

○人材の確保・育成等においては、例えば、開発部門のスタッフのモチベーションを高めるた

めに、発明報奨金制度の導入が効果的です。 

 

 

 本マニュアルを参照いただき、上記のような経営課題・問題点についても、知的財産からどの

ような対策が図れるのか等について考え、今後の経営ツールの１つとして知的財産を活用してく

ださい。 
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A-1 型 
 

 
現在の 

生産形態 
賃加工（組立含む） 

材料や資材等の提供を受け、それらを単加工（組立）することを

主な業としている企業 

今後 

目指す方向性 

「下請け（技術力 

強化）」を目指す 

より技術力を高め、下請けとして顧客ニーズに的確に対応し、顧

客との良好な関係を構築していきたいと考えている。 

 

 
●顧客からのＱＣＤ（品質、価格、納期）に係る顧客ニーズの対応力強化（技術力、生産体制） 

●顧客との良好な関係の構築 

●自らで部材を調達し、加工に必要な設備を導入するための資金繰り確保 

 

 

 

 

 

「今後目指す方向性」を実現させるための経営課題・問題点

知的財産の取組みとして考えられること 

会社の形態 

このタイプに属する企業は、経営課題や問題点を克服するために有効な知的財産ツールがイメー

ジしにくいため、経営者の方も知的財産を意識する機会が少ないと考えられます。 

しかし、将来的な事業のステップアップに伴い、知的財産が非常に重要になってきます。例えば、

知的財産を営業ツールや資金調達に活用することも可能です。まずは、知的財産の基本的な知識や

活用方法について学ぶことから始めましょう。 

また、これまで取引関係がなかった市内企業との新たな連携を模索することで、事業を拡大する

ことも可能です。自社の技術だけで顧客からの要望に対応するのではなく、市内企業とのネットワ

ーク化による新たな受注を検討しましょう。 

まずはココからやってみよう！ 

チェック 内容 解説 NO 

 自社の強みを把握しよう 解説 4・5（Ｐ37） 

 「知的財産」について知ろう 解説 1・2（Ｐ34） 

 地域のコミュニケーション・連携・ネットワークを活用しよう 解説 41（Ｐ68） 

 知的財産戦略について考えよう 解説 3（Ｐ36） 

 知的財産の活用戦略を知ろう 解説 21（Ｐ54） 

 特許を営業ツールとして活用しよう 解説 23（Ｐ55） 

 資金調達に知的財産権を活用しよう 解説 24（Ｐ57） 
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A-２型 
 

 会社の形態 

現在の 

生産形態 
賃加工（組立含む） 

材料や資材等の提供を受け、それらを単加工（組立）することを主

な業としている企業 

今後 

目指す方向性 

「加工専門特化型」 

を目指す 

他社との差別化を図るべく加工技術を高めると共に、積極的な営業

活動等により、幅広い分野から受注していきたいと考えている。 

 

 
●事業のコアとなる加工技術の強化 

●顧客からのＱＣＤ（品質、価格、納期）に係る顧客ニーズの対応力強化（技術力、生産体制） 

●積極的な営業活動による新たな顧客の獲得 

 

 

 

 

 

チェック 内容 解説 NO 

 自社の強みを把握しよう 解説 4・5（Ｐ37） 

 地域のコミュニケーション・連携・ネットワークを活用しよう 解説 41（Ｐ68） 

 ノウハウで保護しよう 解説 10・11（Ｐ43）

 営業秘密管理規程について知ろう 解説 12（Ｐ45） 

 不正競争防止法について知ろう 解説 13（Ｐ46） 
 「知的財産」について知ろう 解説 1・2（Ｐ34） 

 知的財産戦略について考えよう 解説 3（Ｐ36） 

 知的財産の活用戦略を知ろう 解説 21（Ｐ54） 

まずはココからやってみよう！ 

知的財産の取組みとして考えられること 

事業のコアとなる加工技術を強化することで他社との差別化を図ると同時に、顧客からのＱＣＤ

（品質、価格、納期）に係る顧客ニーズへの対応を強化することが求められます。 

そのために、まずは、取引先とのネットワークや市内企業との協力関係等のステークホルダーも

強みの１つとして捉えて、自社の強みを認識することが必要です。 

加えて、加工技術にはノウハウとして秘匿すべき内容が多くあります。特に営業秘密は日頃から

正しい方法で管理していなければ、いざと言う時に権利を主張することができなくなります。知的

財産の基本的な知識や活用方法について知ると同時に、ノウハウ保護の重要性について理解するこ

とが必要です。 

「今後目指す方向性」を実現させるための経営課題・問題点
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A-３型 
 

 会社の形態 

現在の 

生産形態 
賃加工（組立含む） 

材料や資材等の提供を受け、それらを単加工（組立）することを主

な業としている企業 

今後 

目指す方向性 

「自社製品製造業 

への転換」を目指す 

現時点では自社製品を製造していないが、自社製品を自ら開発し、

新たな市場を開拓していきたいと考えている。 

 

 「今後目指す方向性」を実現させるための経営課題・問題点

●自社製品を開発するにあたっての顧客ニーズの把握 

●自社製品の開発にあたって必要な技術力の強化 

●自社製品を製造するための生産体制の確保（社内体制の構築、企業間連携による体制確保） 

 

 
知的財産の取組みとして考えられること 

 

特許調査等を活用してターゲット市場の動向を把握し、製品開発のヒントとなる情報の収集を行

い、研究開発方針を定めましょう。その際には、他社特許を侵害しないように開発を進めることも

重要です。 

そのうえで技術力の強化や生産体制の構築及びそれに伴い必要となる資金の確保等を図ることが

必要です。 

 

 
まずはココからやってみよう！ 

チェック 内容 解説 NO 

 自社の強みを把握しよう 解説 4・5（Ｐ37） 

 特許調査を実施してみよう 解説 6（Ｐ39） 
 製品・技術開発の方向性を定めよう 解説 14（Ｐ47） 
 応用技術について特許マップを作成してみよう 解説 15（Ｐ49） 
 特許侵害について考えよう 解説 32・33（Ｐ61）

 「知的財産」について知ろう 解説 1・2（Ｐ34） 

 知的財産戦略について考えよう 解説 3（Ｐ36） 

 知的財産の活用戦略を知ろう 解説 21（Ｐ54） 

 地域のコミュニケーション・連携・ネットワークを活用しよう 解説 41（Ｐ68） 
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Ｂ-１型 
 

 会社の形態 

現在の 

生産形態 
下請け加工 

独自技術は保有しておらず、材料を独自で調達し、加工することを

主な業としている企業 

今後 

目指す方向性 

「下請け（技術力 

強化）」を目指す 

より技術力を高め、下請けとして顧客ニーズに的確に対応し、顧客

との良好な関係を構築していきたいと考えている。 

 

 
●顧客からのＱＣＤ（品質、価格、納期）に係る顧客ニーズの対応力強化（技術力、生産体制） 

●事業のコアとなる技術力の強化 

●顧客への提案力の強化（品質向上、生産性向上） 

●顧客との良好な関係の維持・発展 

 

 

 

 

 

 

 

チェック 内容 解説 NO 

 自社の強みを把握しよう 解説 4・5（Ｐ37） 

 特許出願かノウハウ保護かを判断しよう 解説 7（Ｐ40） 
 特許で保護しよう 解説 8・9（Ｐ41） 

 ノウハウで保護しよう 解説 10・11（Ｐ43）

まずはココからやってみよう！ 

技術力を強化するにあたっては、開発した技術やノウハウ、工夫を保護していくことが重要です。

知的財産の保護にあたっては、特許出願による権利化とノウハウによる秘匿化の２つの方法がありま

す。どのように保護していくのかを検討しておくことが求められます。 

また、自社の強みを明確にすることで、営業活動時にアピールするポイントが明確になります。顧

客との良好な関係の維持や新たな顧客の開拓においても自社の強みを把握することは重要です。 

知的財産の取組みとして考えられること 

「今後目指す方向性」を実現させるための経営課題・問題点
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Ｂ-２型 
 

 会社の形態 

現在の 

生産形態 
下請け加工 

独自技術は保有しておらず、材料を独自で調達し、加工することを

主な業としている企業 

今後 

目指す方向性 

「加工専門特化型」

を目指す 

他社との差別化を図るべく加工技術を高めると共に、積極的な営業

活動等により、幅広い分野から受注していきたいと考えている。 

 

 
●事業のコアとなる加工技術の強化及び独自技術の開発 

●顧客からのＱＣＤ（品質、価格、納期）に係る顧客ニーズの対応力強化（技術力、生産体制） 

●積極的な営業活動による新たな顧客の獲得 

 

 

 

 

 

 

 

チェック 内容 解説 NO 

 自社の強みを把握しよう 解説 4・5（Ｐ37） 

 特許出願かノウハウ保護かを判断しよう 解説 7（Ｐ40） 
 特許で保護しよう 解説 8・9（Ｐ41） 

 ノウハウで保護しよう 解説 10・11（Ｐ43）

 営業秘密管理規程について知ろう 解説 12（Ｐ45） 

 不正競争防止法について知ろう 解説 13（Ｐ46） 

まずはココからやってみよう！ 

まずは、顧客との関係や地域とのネットワーク等も強みの１つとして捉えて、自社の強みは何か

を把握することが重要です。自社の強みを把握したうえで、どのような技術を保護することが必要

か検討しましょう。特に、加工技術はノウハウとしての要素が多いと考えられるため、ノウハウの

管理体制を構築することが必要です。 

また、営業活動を展開するにあたって、技術やノウハウが流出しないように留意することも必要

となるため、知財担当者だけではなく、営業担当者も知的財産の重要性を理解することが求められ

ます。 

知的財産の取組みとして考えられること 

「今後目指す方向性」を実現させるための経営課題・問題点
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Ｂ-３型 
 

 

現在の 

生産形態 
下請け加工 

独自技術は保有しておらず、材料を独自で調達し、加工することを

主な業としている企業 

今後 

目指す方向性 

「自社製品製造業

への転換」を目指す 

現時点では自社製品を製造していないが、自社製品を自ら開発し、

新たな市場を開拓していきたいと考えている。 

 

 
●自社製品を生み出すためのコア技術の育成、強化 

●自社製品を開発するにあたっての顧客ニーズの把握 

●自社製品を製造するための生産体制の確保（社内体制の構築、企業間連携による体制確保） 

 

 

 

 

 

チェック 内容 解説 NO 

 特許調査を実施してみよう 解説 6（Ｐ39） 
 製品・技術開発の方向性を定めよう 解説 14（Ｐ47） 
 応用技術について特許マップを作成してみよう 解説 15（Ｐ49） 
 特許出願かノウハウ保護かを判断しよう 解説 7（Ｐ40） 

 特許で保護しよう 解説 8・9（Ｐ41） 
 ノウハウで保護しよう 解説 10・11（Ｐ43）

 地域のコミュニケーション・連携・ネットワークを活用しよう 解説 41（Ｐ68） 
 他社に製造・販売を依頼する際の留意点を知ろう 解説 26（Ｐ58） 

まずはココからやってみよう！ 

さらに、生産するにあたっては、製品製造工程の全てを自社で行うのではなく、パートナーを探

し一部業務を委託するということも選択肢の１つです。その際には契約書等の知的財産に関する項

目について留意することが必要です。 

製造方法に関する技術は、他社が無断で利用しても発見が困難なことから、ノウハウによる保護

が重要です。 

自社製品製造業へ転換を図るにあたっては、市場へ参入する前に、市場動向を把握しておく必要

があります。これには、特許調査や特許マップが役立ちます。 

「今後目指す方向性」を実現させるための経営課題・問題点

知的財産の取組みとして考えられること 

会社の形態 
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Ｂ-４型 
 

 
現在の 

生産形態 
下請け加工 

独自技術は保有しておらず、材料を独自で調達し、加工すること

を主な業としている企業 

今後 

目指す方向性 

「新製品･新技術開発 

型、並びに、試作開発 

重視型」を目指す 

新製品や新技術の開発に力を入れていきたいと考えている。もし

くは、技術力を活かして、試作開発・製造に特化した事業を進め

ていきたいと考えている。 

 

 
●事業のコアとなる加工技術の強化、並びに、独自技術の開発による他社との差別化 

●顧客への提案力の強化（品質向上、生産性向上） 

●顧客からのＱＣＤ（品質、価格、納期）に係る顧客ニーズの対応力強化（技術力、生産体制） 

 

 

 

 

 

チェック 内容 解説 NO 

 自社の強みを把握しよう 解説 4・5（Ｐ37） 

 特許調査を実施してみよう 解説 6（Ｐ39） 
 製品・技術開発の方向性を定めよう 解説 14（Ｐ47） 

 自社以外の技術で事業化を検討しよう 解説 16（Ｐ51） 

 共同研究を行おう 解説 17～19（Ｐ52）

 職務発明規定や報奨金制度を整備しよう 解説 44（Ｐ72） 

まずはココからやってみよう！ 

開発部門の強化を行うにあたっては、職務発明規程や報奨金制度を整備することも必要です。ま

た、より高度な技術を獲得するためには、外部の技術シーズを活用することも検討しましょう。他

社の開放特許や共同研究、大学との連携による技術力向上も選択肢の１つです。 

新製品・新技術の開発や試作開発によって他社との差別化を図るためには、まずは、自社の強み

を知ることが必要です。また、効率よく開発を行うために、特許調査で類似技術を検索し技術開発

のヒントにすると共に、開発しようとする技術が、他社に既に権利化されていないかを確認してお

くことも重要です。 

「今後目指す方向性」を実現させるための経営課題・問題点

知的財産の取組みとして考えられること 

会社の形態 
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Ｃ-２型 
 

 
現在の 

生産形態 

独自技術を有する

加工 

独自技術を保有しており、材料を独自で調達し、加工することを主

な業としている企業 

今後 

目指す方向性 

「加工専門特化型」

を目指す 

他社との差別化を図るべく加工技術を高めると共に、積極的な営業

活動等により、幅広い分野から受注していきたいと考えている。 

 

 
●知的財産の管理体制の構築 

●優位性を強化するための独自技術開発 

●顧客からのＱＣＤ（品質、価格、納期）に係る顧客ニーズの対応力強化（技術力、生産体制） 

●積極的な営業活動による新たな顧客の獲得 

 

 

 

チェック 内容 解説 NO 

 特許出願かノウハウ保護かを判断しよう 解説 7（Ｐ40） 

 ノウハウで保護しよう 解説 10・11（Ｐ43）

 営業秘密管理規程について知ろう 解説 12（Ｐ45） 

 不正競争防止法について知ろう 解説 13（Ｐ46） 
 特許で保護しよう 解説 8・9（Ｐ41） 

 早期審査を活用しよう 解説 45（Ｐ72） 

 特許を営業ツールとして活用しよう 解説 23（Ｐ55） 

 知的財産の社内体制を構築しよう 解説 42（Ｐ69） 

 社内人材を育成しよう 解説 43（Ｐ71） 

まずはココからやってみよう！ 

また、営業活動においては、顧客に伝えた情報と共に自社の技術やノウハウが流出し、模倣され

るリスクについても注意が必要です。営業担当者も知的財産についての知識を有するための人材育

成が求められます。 

保有している独自技術はノウハウの要素が多いことから、その保護と流出に対する備えが必要で

す。ノウハウにおいては、一旦情報が漏洩してしまうと防衛することが難しくなるために、防衛的

な意味での特許出願も検討する必要があります。まずは、ノウハウとして秘匿するのか、特許出願

するのかを判断することが求められますが、特許出願が必要であれば、早期審査等の制度を利用し

て、いち早く権利化することを検討しましょう。 

「今後目指す方向性」を実現させるための経営課題・問題点

知的財産の取組みとして考えられること 

会社の形態 
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Ｃ-３型 
 

 会社の形態 

現在の 

生産形態 

独自技術を有する

加工 

独自技術を保有しており、材料を独自で調達し、加工することを主

な業としている企業 

今後 

目指す方向性 

「自社製品製造業

への転換」を目指す 

現時点では自社製品を製造していないが、自社製品を自ら開発し、

新たな市場を開拓していきたいと考えている。 

 

 
●自社製品を製造するための生産体制の確保（社内体制の構築、企業間連携による体制確保） 

●自社製品を開発するにあたっての顧客ニーズの把握 

●試作品等の開発、設計 

●自社の強みとなっている技術やノウハウを保護するための管理体制の構築 

 

 

チェック 内容 解説 NO 

 試作品・サンプル品提示の際の留意点を知ろう 解説 25（Ｐ57） 

 他社に製造・販売を依頼する際の留意点を知ろう 解説 26（Ｐ58） 

 地域のコミュニケーション・連携・ネットワークを活用しよう 解説 41（Ｐ68） 

 特許調査を実施してみよう 解説 6（Ｐ39） 
 製品・技術開発の方向性を定めよう 解説 14（Ｐ47） 
 応用技術について特許マップを作成してみよう 解説 15（Ｐ49） 
 特許出願かノウハウ保護かを判断しよう 解説 7（Ｐ40） 

 特許で保護しよう 解説 8・9（Ｐ41） 

 ノウハウで保護しよう 解説 10・11（Ｐ43）

まずはココからやってみよう！ 

知的財産の取組みとして考えられること 

製品を見れば明らかとなってしまう技術については、特許取得による保護を検討しておく必要も

あります。 

今まで加工業として事業を行ってきた企業が自社製品製造企業に転換するにあたっては、まずは、

生産体制を確保することが必要です。製造工程の全てを社内で行うのではなく、協力企業を探し一

部業務を委託するということも選択肢の１つですが、その際には、契約書等の知的財産の取扱いに

関する内容に注意して進める必要があります。 

また、自社製品を開発・製造する際には、顧客ニーズや市場動向を把握したうえで開発を進める

ことが重要です。そのために特許調査や特許マップを作成することで把握することができます。 

「今後目指す方向性」を実現させるための経営課題・問題点
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Ｃ-４型 
 

 会社の形態 

現在の 

生産形態 

独自技術を有する 

加工 

独自技術を保有しており、材料を独自で調達し、加工することを

主な業としている企業 

今後 

目指す方向性 

「新製品･新技術開発 

型、並びに、試作開発 

重視型」を目指す 

新製品や新技術の開発に力を入れていきたいと考えている。もし

くは、技術力を活かして、試作開発・製造に特化した事業を進め

ていきたいと考えている。 

 
●新製品・新技術開発のための技術力強化 

●提案力、設計力の強化 

●自社の強みとなっている知的財産の管理体制の構築と活用 

 

 

 

チェック 内容 解説 NO 

 自社以外の技術で事業化を検討しよう 解説 16（Ｐ51） 

 共同研究を行おう 解説 17～19（Ｐ52）

 特許調査を実施してみよう 解説 6（Ｐ39） 
 製品・技術開発の方向性を定めよう 解説 14（Ｐ47） 
 応用技術について特許マップを作成してみよう 解説 15（Ｐ49） 
 特許出願かノウハウ保護かを判断しよう 解説 7（Ｐ40） 
 特許侵害について考えよう 解説 32・33（Ｐ61）

 自社の特許侵害に対応する方法を知っておこう 解説 34（Ｐ62） 
 知的財産の活用戦略を知ろう 解説 21（Ｐ54） 

 ライセンス契約について知ろう 解説 22（Ｐ54） 

まずはココからやってみよう！ 

独自技術を保護するにあたっては、特許取得による保護かノウハウによる秘匿かについての判断が

必要です。独自技術を保護するための管理体制を構築しましょう。特に優位性を有する技術について

は、技術情報が流出しないようにすることはもちろんですが、万一、模倣された場合に備えて、特許

侵害の対応も検討しておくことも必要です。知的財産は、特許権として権利化することで、他社へラ

イセンスする等の積極的な活用が可能です。管理体制の構築と合わせて活用方法についても検討する

ことが求められます。 

自社技術をより強化するためには、特許調査や特許マップを活用し、技術動向や顧客ニーズを把握

することが重要です。また、他社や大学との共同研究も、自社技術を強化するための有効な手段の１

つです。 

知的財産の取組みとして考えられること 

「今後目指す方向性」を実現させるための経営課題・問題点
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Ｃ-５型 
 

 会社の形態 

現在の 

生産形態 

独自技術を有する 

加工 

独自技術を保有しており、材料を独自で調達し、加工することを主

な業としている企業 

今後 

目指す方向性 

「異分野展開型」を

目指す 
現在の事業分野とは全く異なる事業分野への展開を考えている。 

 

 
●進出を検討している分野の市場規模の把握 

●新市場で事業展開するにあたってのパートナーの獲得 

●自社の強みとなっている知的財産の管理体制の構築と活用 

 

 

 

チェック 内容 解説 NO 

 製品・技術開発の方向性を定めよう 解説 14（Ｐ47） 
 応用技術について特許マップを作成してみよう 解説 15（Ｐ49） 
 知的財産戦略について考えよう 解説 3（Ｐ36） 

 自社以外の技術で事業化を検討しよう 解説 16（Ｐ51） 

 特許出願かノウハウ保護かを判断しよう 解説 7（Ｐ40） 
 特許で保護しよう 解説 8・9（Ｐ41） 

 ノウハウで保護しよう 解説 10・11（Ｐ43）

 権利を維持するか、放棄するかを検討しよう 解説 20（Ｐ53） 

 知的財産の活用戦略を知ろう 解説 21（Ｐ54） 

 ライセンス契約について知ろう 解説 22（Ｐ54） 

まずはココからやってみよう！ 

独自技術については、権利化あるいはノウハウとしての保護が重要です。管理体制を構築しまし

ょう。さらに、特許権の維持には費用が発生するために、定期的に特許権を維持し続けるのかにつ

いて仕分けを行うことが必要です。特に、新分野展開に伴い、現在保有している権利が今後不要と

なる可能性があります。 

新分野への展開においては、現在の自社の強みをどのように活用していくのかを検討し戦略を立

てることが必要です。まずは、展開しようとする分野について市場規模や市場動向、競合関係等を

特許調査や特許マップの作成によって把握しましょう。さらに、異分野への事業展開に不安が残る

場合等は、事業パートナー獲得による協力関係の構築や、M&A の実施も１つの方法です。 

知的財産の取組みとして考えられること 

「今後目指す方向性」を実現させるための経営課題・問題点
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Ｄ-３型 
 

 会社の形態 

現在の 

生産形態 
ＯＥＭ製品製造 

自社製品は製造せず、メーカーより製品の製造を受注し生産してい

る企業 

今後 

目指す方向性 

「自社製品製造業

への転換」を目指す 

現時点では自社製品を製造していないが、自社製品を自ら開発し、

新たな市場を開拓していきたいと考えている。 

 

 
●自社製品を開発するにあたっての顧客ニーズや技術動向の把握 

●製品販売のための販路開拓 

●自社技術を活かした製品の開発 

 

 

 

 

 

チェック 内容 解説 NO 

 特許調査を実践してみよう 解説 6（Ｐ39） 
 特許侵害について考えよう 解説 32・33（Ｐ61）

 自社の特許侵害に対応する方法を知っておこう 解説 34（Ｐ62） 

 他社からの侵害警告書に対応する方法を知っておこう 解説 35（Ｐ63） 

 海外模倣品の対応について知ろう 解説 38（Ｐ65） 
 製品・技術開発の方向性を定めよう 解説 14（Ｐ47） 

 応用技術について特許マップを作成してみよう 解説 15（Ｐ49） 

まずはココからやってみよう！ 

ＯＥＭ製品製造企業が自社製品製造企業に転換するにあたっては、製造委託元から提供されてい

る技術と自社技術を明確に分け、委託元の技術等を無断で使用することによる特許侵害に留意しな

がら自社製品の開発を進める必要があります。また、社内で開発した技術であっても特許調査によ

り、他社が権利化していないかを確認して、自社製品の開発を進めましょう。万一、他社の特許に

抵触した場合に備えておくことも必要です。 

自社製品を開発するにあたっては、顧客ニーズに沿った製品開発が求められます。特許調査や特

許マップの作成で技術動向や顧客ニーズを把握しましょう。 

知的財産の取組みとして考えられること 

「今後目指す方向性」を実現させるための経営課題・問題点
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Ｄ-４型 
 

 会社の形態 

現在の 

生産形態 
ＯＥＭ製品製造 

自社製品は製造せず、メーカーより製品の製造を受注し生産し

ている企業 

今後 

目指す方向性 

「新製品･新技術開発 

型、並びに、試作開発 

重視型」を目指す 

新製品や新技術の開発に力を入れていきたいと考えている。も

しくは、技術力を活かして、試作開発・製造に特化した事業を

進めていきたいと考えている。 

 

 
●技術力強化による他社との差別化 

●顧客からのＱＣＤ（品質、価格、納期）に係る顧客ニーズの対応力強化（技術力、生産体制） 

●製品の提案力、設計力の強化 

 

 

 

 

 

チェック 内容 解説 NO 

 特許侵害について考えよう 解説 32・33（Ｐ61）

 他社からの侵害警告書に対応する方法を知っておこう 解説 35（Ｐ63） 
 特許調査を実践してみよう 解説 6（Ｐ39） 
 製品・技術開発の方向性を定めよう 解説 14（Ｐ47） 

 自社以外の技術で事業化を検討しよう 解説 16（Ｐ51） 

 共同研究を行おう 解説 17～19（Ｐ52）

 知財の社内体制を構築しよう 解説 42（Ｐ69） 

まずはココからやってみよう！ 

技術力を高めるためには、開発方針を定め、場合によっては共同研究等で外部の技術を取り入れ

ることも検討しましょう。 

万一、侵害警告書が届いた場合でも、その技術内容が社内で独自に開発したものであることを証

明できる証拠を用意しておくことで、対応できることもあります。 

製造委託元から提供されている技術と自社技術とを明確に分けて管理することが必要です。受注

時に提供されている技術やノウハウの扱いについて契約を結んでおくことや、特許調査を行い、自

社で製造するものについて他社特許を侵害していないかを確認する体制を構築しておくことが重要

です。 

知的財産の取組みとして考えられること 

「今後目指す方向性」を実現させるための経営課題・問題点
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Ｄ-５型 
 

 会社の形態 

現在の 

生産形態 
ＯＥＭ製品製造 

自社製品は製造せず、メーカーより製品の製造を受注し生産してい

る企業 

今後 

目指す方向性 

「異分野展開型」を

目指す 
現在の事業分野とは全く異なる事業分野への展開を考えている。 

 

 「今後目指す方向性」を実現させるための経営課題・問題点

●新市場で事業展開するにあたってのパートナーの獲得 

●進出を検討している分野の市場規模、市場動向、技術動向についての把握 

 

 
知的財産の取組みとして考えられること 

 

また、特許権の維持には費用が発生します。コスト削減のためにも、現在活用できていないまた

は新分野では使わない権利については、放棄も含めて仕分けを行い、新分野での事業方針に沿って、

保護すべき知的財産について検討をしておくことが必要です。 

市場動向を把握するにあたっては、特許調査や特許マップの作成によって把握することが可能で

す。 

異分野で新たに事業を展開するにあたっては、顧客ニーズや市場動向についてよく理解している

パートナーを得ることが重要であり、新たな技術の獲得のためには、産学官連携は有効な手段の１

つです。パートナーとの提携や大学等との共同研究で契約を結ぶ際には、知的財産に関する項目に

ついて注意が必要です。 

 

 
まずはココからやってみよう！ 

チェック 内容 解説 NO 

 自社以外の技術で事業化を検討しよう 解説 16（Ｐ51） 

 共同研究を行おう 解説 17～19（Ｐ52）

 他社に製造・販売を依頼する際の留意点を知ろう 解説 26（Ｐ58） 

 特許調査を実践してみよう 解説 6（Ｐ39） 

 応用技術について特許マップを作成してみよう 解説 15（Ｐ49） 
 知的財産の活用戦略を知ろう 解説 21（Ｐ54） 

 権利を維持するか、放棄するかを検討しよう 解説 20（Ｐ53） 

 特許出願かノウハウ保護かを判断しよう 解説 7（Ｐ40） 
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Ｅ-４型 
 

 会社の形態 

現在の 

生産形態 
自社製品製造 

自社製品を製造しているが、価格や性能・機能、デザイン等につ

いて他社との差別化が図れていない企業 

今後 

目指す方向性 

「新製品･新技術開発 

型、並びに、試作開発 

重視型」を目指す 

新製品や新技術の開発に力を入れていきたいと考えている。もし

くは、技術力を活かして、試作開発・製造に特化した事業を進め

ていきたいと考えている。 

 

 
●既存製品の高付加価値化及び優位性の構築につながる新製品の開発 

●マーケティング力の強化 

 

 

 

チェック 内容 解説 NO 

 自社の強みを把握しよう 解説 4・5（Ｐ37） 
 発明を発見しよう 解説 40（Ｐ66） 

 デザイン戦略による高付加価値化を図ろう 解説 27（Ｐ58） 
 意匠権を取得しよう 解説 28・29（Ｐ59）

 商標権を取得しよう 解説 30・31（Ｐ60）

 製品・技術開発の方向性を定めよう 解説 14（Ｐ47） 

 応用技術について特許マップを作成してみよう 解説 15（Ｐ49） 
 職務発明規定や報奨金制度を整備しよう 解説 44（Ｐ72） 

 自社以外の技術で事業化を検討しよう 解説 16（Ｐ51） 

 共同研究を行おう 解説 17～19（Ｐ52）

まずはココからやってみよう！ 

開発部門の強化にあたっては、職務発明規定や報奨金制度の整備によって社内開発を促進すると

共に、外部技術の活用を検討することで効率的な開発が行えます。 

他社と差別化を図るためには、自社の強みを把握し、他社が簡単に真似できない技術やノウハウ

を使った製品開発を進めると共に、マーケティング力を強化し、顧客の要望に沿った製品開発、デ

ザイン力やブランド力の向上により、自社製品のポテンシャルをあげることが必要です。特許調査

や特許マップ作成により市場状況を把握し製品技術を強化すると同時に、意匠権や商標権の活用も

検討し、他社との差別化を図りましょう。 

知的財産の取組みとして考えられること 

「今後目指す方向性」を実現させるための経営課題・問題点
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Ｅ-５型 
 

 会社の形態 

現在の 

生産形態 
自社製品製造 

自社製品を製造しているが、価格や性能・機能、デザイン等につい

て他社との差別化が図れていない企業 

今後 

目指す方向性 

「異分野展開型」を

目指す 
現在の事業分野とは全く異なる事業分野への展開を考えている。 

 

 
●市場の拡大が期待できる分野の見極め及びその分野の市場動向、技術動向についての把握 

●新市場で事業展開するにあたってのパートナーの確保 

●製品の差別化、高付加価値化の推進 

 

 

 

 

 

チェック 内容 解説 NO 

 自社以外の技術で事業化を検討しよう 解説 16（Ｐ51） 
 共同研究を行おう 解説 17～19（Ｐ52）

 デザイン戦略による高付加価値化を図ろう 解説 27（Ｐ58） 
 意匠権を取得しよう 解説 28・29（Ｐ59）

 商標権を取得しよう 解説 30・31（Ｐ60）

 製品・技術開発の方向性を定めよう 解説 14（Ｐ47） 

 応用技術について特許マップを作成してみよう 解説 15（Ｐ49） 

 権利を維持するか、放棄するかを検討しよう 解説 20（Ｐ53） 

 自社の強みを把握しよう 解説 4・5（Ｐ37） 

まずはココからやってみよう！ 

より高度な技術力を獲得するためには、自社以外の技術を活用することも検討しましょう。他社

の開放特許の活用や共同研究の実施、大学との連携などがあります。また、製品の高付加価値化を

図るためには、技術力だけではなく、意匠権や商標権の活用も重要です。デザイン力やブランド力

を高めることが求められます。 

自社とは全く異なる分野へ事業展開を検討している場合には、特許調査による市場動向、技術動

向の把握はもちろんのこと、新分野において製品技術の差別化、高付加価値化をどのように進める

のかを検討しておくことが必要です。 

知的財産の取組みとして考えられること 

「今後目指す方向性」を実現させるための経営課題・問題点
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Ｆ-４型 
 会社の形態 

現在の 

生産形態 

優位性のある 

自社製品製造 

自社製品を製造しており、その製品の価格や性能・機能、デザイ

ン等について他社との差別化が図れている企業 

今後 

目指す方向性 

「新製品･新技術開発

型、並びに、試作開発

重視型」を目指す 

新製品や新技術の開発に力を入れていきたいと考えている。もし

くは、技術力を活かして、試作開発・製造に特化した事業を進め

ていきたいと考えている。 

 
●自社の強みとなる技術力の強化及び新事業のコアとなる新製品の開発 

●自社の強みとなっている知的財産の管理体制の構築 

●海外展開も含めた新しい顧客の開拓 

 

 

 

チェック 内容 解説 NO 

 特許侵害について考えよう 解説 32・33（Ｐ61）

 自社の特許侵害に対応する方法を知っておこう 解説 34（Ｐ62） 
 外国出願を検討しよう 解説 36・37（Ｐ64）

 海外模倣品の対応について知ろう 解説 38（Ｐ65） 
 発明を発見しよう 解説 40（Ｐ66） 

 製品・技術開発の方向性を定めよう 解説 14（Ｐ47） 

 自社以外の技術で事業化を検討しよう 解説 16（Ｐ51） 

 共同研究を行おう 解説 17～19（Ｐ52）

 知的財産の活用戦略を知ろう 解説 21（Ｐ54） 

 特許を営業ツールとして活用しよう 解説 23（Ｐ55） 

 資金調達に知的財産権を活用しよう 解説 24（Ｐ57） 

 知的財産の社内体制を構築しよう 解説 42（Ｐ69） 

まずはココからやってみよう！ 

また、優位性を維持するためには、コアとなる技術が盗まれないように、管理体制を構築すること

が必要です。加えてそれら知的財産を、資金調達の手段や営業ツールとして積極的に活用していくこ

とも求められます。さらに、他社が自社技術を模倣した場合に備えて、特許侵害等への対応も検討し

ておくことが必要です。特に海外等への市場拡大を図るにあたっては、海外出願や模倣品対策につい

ても検討しておく必要があります。 

技術力の強化及び新事業のコアとなる新製品の開発を進めるにあたっては、顧客ニーズを掴み、自

社以外の技術を活用することも念頭に、優位性の構築につながる発明を促すことが必要です。 

知的財産の取組みとして考えられること 

「今後目指す方向性」を実現させるための経営課題・問題点
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Ｆ-５型 
 会社の形態 

現在の 

生産形態 

優位性のある 

自社製品製造 

自社製品を製造しており、その製品の価格や性能・機能、デザイン

等について他社との差別化が図れている企業 

今後 

目指す方向性 

「異分野展開型」を

目指す 
現在の事業分野とは全く異なる事業分野への展開を考えている。 

 

 「今後目指す方向性」を実現させるための経営課題・問題点

 ●市場の拡大が期待できる分野の見極め及びその分野の市場動向・技術動向の把握 

●新市場で事業展開するにあたってのパートナーの確保 

●自社の強みとなる技術力やブランド力の強化 

●自社の強みとなっている知的財産の管理体制の構築 

 
知的財産の取組みとして考えられること 

 

現在保有している知的財産の管理体制を強化し、万一、侵害を発見した場合には、速やかに対応

できる体制の構築も必要です。 

現在の優位性を維持しながら事業拡大を図るためには、他社と差別化できている技術やノウハウ、

デザイン力やブランド力等を活かせる市場を探し、参入の可能性の可否について検証することが必

要です。技術動向等については特許調査をもとに把握することが可能です。異分野展開においては、

新たな技術獲得が求められることもあり、その際には、社内開発だけではなく、他社や大学との共

同研究や、開放特許等を活用することも選択肢の１つです。 

 
まずはココからやってみよう！ 

チェック 内容 解説 NO 

 特許調査を実践してみよう 解説 6（Ｐ39） 

 製品・技術開発の方向性を定めよう 解説 14（Ｐ47） 
 自社以外の技術で事業化を検討しよう 解説 16（Ｐ51） 

 共同研究を行おう 解説 17～19（Ｐ52）

 特許侵害について考えよう 解説 32・33（Ｐ61）

 自社の特許侵害に対応する方法を知っておこう 解説 34（Ｐ62） 
 他社からの侵害警告書に対応する方法を知っておこう 解説 35（Ｐ63） 
 知的財産の社内体制を構築しよう 解説 42（Ｐ69） 

 社内人材を育成しよう 解説 43（Ｐ71） 

 権利を維持するか、放棄するかを検討しよう 解説 20（Ｐ53） 
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知的財産の取組み解説 ３ 
 
 

 
東大阪市内製造業において必要な知的財産の取組みや、知っておくべき制度等に関するポイントや注意

点を取りまとめています。 

 

実際に取り組むにあたっては、特許庁のホームページ等で公開されている情報や公的支援、または弁理

士等の専門家を活用しながら進めましょう。 

 
 
 
 
 

解説 

「知的財産」について知ろう～知的財産とは～ 1 

  

企業経営において、ヒト・モノ・カネが経営の

三大要素といわれてきましたが、近年では、特

許・ノウハウ・ブランドといった無形の「知的財

産」が経営要素として注目されています。 

知的財産と聞くと、「難しそう」「大企業の

ためのもの」と考える中小企業経営者は少な

くありません。しかし、知的財産をうまく活

用することで、経営にとってよい結果を生む

ことが可能です。  

企業経営において、考え出した発明やアイデ

ア、培ってきた信頼はかけがえのない財産です。

しかし、それらが第三者に簡単に模倣されてしま

っては企業経営において大きな問題です。 

 

会社の状況に応じた取組みを行うことが重

要です。 

 

  

このような問題から、企業の重要な資源でもあ

る知的財産を守るための権利が「知的財産権」で

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

これがお勧め！！ 

『産業財産権標準テキスト「総合編」

2010』 

（独）工業所有権情報・研修館発行 
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解説 

「知的財産」について知ろう～知的財産権とは～ ２ 

 

知的財産権は、知的財産を保護するための権利です。 

知的財産権のうち、特許権、実用新案権、意匠権、及び、商標権の４つを「産業財産権」といい、

特許庁が管理しています。これらは、特許庁に出願し登録することで、権利として一定期間保護され

ます。また、産業財産権以外にも、著作権や育成者権、営業秘密等が知的財産権として認められてい

ます。それぞれの権利は、法律によって権利の成立要件や権利期間が定められています。 

知的財産を保護するための制度が多くあることについて把握し、会社の状況に応じて活用できるよ

うに、基本的な知的財産権について理解しましょう。 

 

知的財産（権）

特許権（特許法）

実用新案権（実用新案法）

意匠権（意匠法）

著作権（著作権法）

回路配置権（半導体集積回路の回路配置に関する法律）

育成者権（種苗法）

企業秘密（民法・刑法・不正競争防止法）

知的創作物についての権利

自然法則を利用した、新規性のある、産業上有用
な発明（ソフトウェアを含む）に対して出願の日から
２０年間保護

物品の形状・構造・組合せに関する考案（小発明）
に対して出願の日から１０年間保護

独創的で美的な外観を有する物品の形状・模様・
色彩のデザインに対して設定登録の日から２０年
間保護

独創性のある文芸、美術、音楽、ソフトウェアなどの精神的作
品を創作のときから作者の死後５０年間保護

半導体集積回路の回路素子や導線の配置パ
ターンを登録日から１０年間保護

農産物、林産物、水産物の生産のために栽培される植物の新品種について登録日から
２５年間（一部品種は３０年間）保護

企業のノウハウや顧客リストの盗用などの不正行為を禁止

商標権（商標法）

商号権（会社法・商法）

不正競争防止法関連（不正競争防止法）

商品・役務に使用するマーク（文字・図形・記号な
ど）を設定登録の日から１０年間保護

商人が取引上自己を表示するために用いる名称

著名な未登録商標・商号の紛らわしい使用や、不
適切な地理的表示などを禁止

営業標識についての権利

産業財産権

 

（産業財産権標準テキスト「総合編」 2010 （独）工業所有権情報・研修館発行 より）
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解説 

知的財産戦略について考えよう ３ 

  

知的財産の保護を考えるにあたっては、特許等

の出願だけを考えておけばよいのではありませ

ん。知的財産を経営に活かすという視点で知的財

産戦略を考えることが重要です。そのためには、

「事業戦略」「研究開発戦略」「知財戦略」の３つ

を連動させ、「三位一体」の経営戦略とすること

が重要です。 

１．事業戦略 

技術力やサービス力等の広義の「知」を資源

として、社会的に価値をもたらす事業を行い、

それを通じて収益の確保、雇用の維持等を行う

構想をつくり、その具体的な手立てと道筋を整

えること。 

  

知的財産戦略＝特許取得ではなく、事業戦略や

研究開発戦略と併せて、いかに「経営」に活用す

るかという視点で、知的財産をどのように扱って

いくのかを考えることが求められます。 

２．研究開発戦略

新規事業を創出したり、既存事業を強化する

基盤となる競争優位な技術（知的財産）を創出

する構想をつくり、その具体的な手立てと道筋

を整えること。 

 

会社の事業戦略や研究開発戦略を一体にした

知財戦略の構築を進めましょう。  

 
３．知財戦略

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規事業戦略の創出や既存事業の競争力を高

めるのに資する知財創造支援、及び、その保護・

権利化、標準化、契約化、またそれらの管理・

運営、さらには必要に応じて他に公開・提供等

を行う「知財マネジメント」を適切かつ迅速に

行う構想をつくり、その具体的な手立てと道筋

を整えること。 

 

（産業財産権標準テキスト「事業戦略と知的財産マネジメント」 
2010 （独）工業所有権情報・研修館発行 より） 

事業戦略

研究開発
戦略

知財戦略

これもチェック 

解説 21『知的財産の活用戦略を知ろう』（Ｐ54） 
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解説 

自社の強みを把握しよう～ＳＷＯＴ分析～ ４ 

  

知的財産を「経営」に活かすために、まずは自

社の「強み」や「弱み」を把握しておくことが必

要です。 

ＳＷＯＴ分析 

企業の現状分析を行うための代表的な手法

の１つです。企業の強み（Strength）、弱み

（Weakness）、機会（Opportunity）、脅威

（Threat）の４つの要素から分析するため、

頭文字をとって、SWOT 分析といわれます。 

 

自社の特徴を整理するための分析手法に、「Ｓ

ＷＯＴ分析」という手法があります。社員の意見、

顧客の意見、外部専門家の意見等も参考にしなが

ら、客観的な分析を行うことが重要です。 

企業の現状分析を行うにあたっては、一側

面からではなく、多面的な視点で分析を行う

ことが重要です。SWOT 分析では、自社の内

部環境と自社を取り巻く外部環境の両面から

分析します。 

知的財産を「経営」に活かすためにも、まず、

ＳＷＯＴ分析で自社の特徴を把握し、今後どのよ

うな経営を進めていくのか等の経営方針を明確

にすることからはじめましょう。 

ＳＷＯＴ分析の内容を利用して、経営課題

を明らかにする「クロスＳＷＯＴ分析」とい

う手法もあります。   

 

 

解説 

自社の強みを把握しよう～知的資産の把握～ ５ 

  

「知的資産」とは、「人材、技術、技能、知的

財産（特許・ブランド等）、組織力、経営理念、

顧客とのネットワーク等の財務諸表には表れて

こない目に見えにくい経営資源の総称」を指し、

「知的財産」よりも広義な意味で使われます。 

以下のようなものも知的資産に含まれます 

■製造段階での「すりあわせ」に代表される製

品の細部への技術・ノウハウ 

■品質や中長期的な安定的存在感、中期的な取

引関係等にもとづく信頼に裏打ちされた商

品、サービス、企業のブランド力 企業経営においては、「知的財産」だけに留ま

らず、より広い視点で、「無形の強み」を把握し、

経営に活用していくことが重要です。 

■レベルの高い従業員のモチベーションの維

持、能力の発揮、及び、それを可能にしてき

た雇用・組織関連のシステム 特許だけではなく、顧客との関係や、地域との

ネットワーク等も強みの１つとして捉え、自社の

強みは何かを把握するようにしましょう。 

■技能者の裾野の広さに支えられた知的創造の

能力 

（中小企業のための知的資産経営マニュアル 2007 年 
（独）中小企業基盤整備機構より）

 

 

 

 

これで勉強！！ 

『中小企業のための知的資産経営マニュアル』 

http://www.meti.go.jp/press/20070330003/manual-p.r.pdf
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解説４の事例紹介 

 

知的財産権／SWOT 分析を活用した取組み 

 

 

A 社は、脱下請に向けて新製品開発と新規市場開拓を目指しており、これに向けた出願計画中の特許内

容の充実化とともに、新製品開発及び新規顧客・販路開拓の視点からの知的財産権活用法及び営業戦略・

戦術の立案法についての取組みを実施しました。 

 

知的財産権の活用では、まず特許調査方法を学び、出願予定特許に対して調査を実施しました。その結

果、類似特許が判明し、さらなる改良と付加価値を高めた案の方向付けを行いました。また、これら調査

をもとに特許 MAP の作成法、さらに新製品開発戦略・営業戦略への活用法について検討しました。 

 

営業戦略・戦術の立案にあたっては、まず、A 社の現状調査・整理を行い、営業戦略構築用の SWOT

分析を実施し、Ａ社の「強み」「弱み」を認識しました。この結果をベースに、販路・顧客開拓のための社

内体制・教育整備、展示会活用、プロジェクトチーム等について具体的な施策の検討を行いました。 

 

これらの結果は、A 社の ISO 品質マニュアルの文書・記録類の充実化や知的財産調査専従者設置等の体

制整備、また販路・顧客開拓案は次年度の営業計画策定等に反映いたしました。 

 

 知的財産調査を活用した開発・営業戦略への展開例

支援活動の ISO 品質マニュアルへの反映の一例
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解説 

特許調査を実践してみよう 6 

  

せっかく苦労して開発した商品が、「既に他社

が特許を持っていて商品化ができない！！」「社

内で開発したのに、商品化したら他社から特許侵

害だと訴えられた！！」ということにならないた

めに、商品・技術開発時には、事前に特許調査を

行うことが非常に重要です。商品・技術開発時に

は、特許調査を行うことを義務付ける等の社内規

程を設けている企業もあります。 

特許調査の仕方 

■自分で調べる 

→特許電子図書館（ＩＰＤＬ）（無料） 

http://www.ipdl.inpit.go.jp 

■専門家に依頼する 

→弁理士、特許調査会社等 

■こんな制度もある！！ 

解説 47『無料先行技術調査支援を活用し

よう』（Ｐ73） 

 
 

 
特許電子図書館（ＩＰＤＬ）を使えば、無料で、

自分で調べることができます。特許調査を行って

みましょう。 

 

 

 

 

 

これもチェック 

解説 14『製品・技術開発の方向性を 

定めよう』（Ｐ47） 

 

『特許電子図書館ガイドブック・マニュアル』 

http://www.inpit.go.jp/ipdl/manual/guidebook.html 

これで勉強！！ 

注意 

特許情報は、出願から 1 年 6 ヶ月後に公開となり

ます。そのため出願から 1 年 6 ヶ月未満の内容に

ついては、情報を閲覧することができません。 
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解説 

特許出願かノウハウ保護かを判断しよう 7 

 

知的財産の保護と聞くと、「特許出願」を連想し

がちですが、必ずしもそうではありません。 

場合によっては、特許出願せずに、技術を隠して

企業の「ノウハウ」として管理・保護する方が好ま

しい場合があります（ブラックボックス戦略）。 

特許出願とノウハウ保護のそれぞれのメリッ

ト・デメリットを理解したうえで、戦略的に出願す

るか否かを検討することが重要です。 

自社が持っている様々な技術について、内容ごと

に、特許出願が適しているのか、ノウハウでの保護

が適しているのかを判断しましょう。 

 

 

  

特許出願・ノウハウ保護の 

メリット・デメリット 

 メリット デメリット 

特
許
化 

・独占的な権利を得られるので、技術の独占やラ

イセンス等選択肢が広がる。 

・権利侵害された場合に法的手段を行使しやす

い。 

・特許権で保護されていることをＰＲできる（営

業に活用できる）。 

・出願件数等によって、技術力があることをＰＲ

できる。 

・技術内容が他社に知られてしまう。 

・特許として認められなかった場合に、競合他

社に技術を教えただけとなってしまう。 

・多額の出願費用が発生する。 

・権利期間が 20 年（有限）である。 

ノ
ウ
ハ
ウ
保
護 

・技術を競合他社に知られずに保持することがで

きる。 

・費用がかからない。 

・一旦、情報が流出してしまうと、差止請求等

の法的手段を行使しずらい。 

・他社に同様の内容で特許取得されると、業務

の継続が難しくなる恐れがある。 

 

 
特許出願かノウハウ保護かを判断するポイント 

■発明内容を用いた製品等から、発明の内容が

漏れる可能性があるか。 

■特許化した際に、他社が権利侵害しているこ

とを発見できるか。 

■発明内容を他社が真似する可能性があるのか

どうか。 

■特許出願に要する費用に見合うだけの価値が

あるのかどうか。 
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解説 

特許で保護しよう～特許取得にあたっての留意点～ ８ 

  

知的財産を保護するための代表的な方法の１

つが、「特許権を取得する」という方法です。 

 

 

特許権を取得した場合には、必ずしもメリット

だけではなく、技術情報が公開されてしまうとい

う面から、その技術情報をヒントに他社が類似技

術を開発してしまうリスクもあります。 

 

しかし、特許権として認められれば、その内容

は、出願から 20 年間の権利期間が与えられ、権

利期間中は、独占排他的な権利として、権利侵害

をしているものに対して、「差止請求」「損害賠償

請求」を求めることができます。さらに、他社が

自社と同様の技術を開発したとしても、特許権を

持っていれば、その技術内容を無断で使用するこ

とを停めることができるので、経営的な強みにも

なります。 

 

知的財産の保護においては、ノウハウでの保護

という方法もありますが、ノウハウとして秘匿し

続けることが難しいケースもあります。そのよう

な場合は、特許を取得することも検討しましょ

う。 

 

また、戦略的に、「出願だけを行い、審査請求

を行わない」という方法を取ることで、他社が同

技術を特許化して、自社の事業遂行を妨げないよ

うにするという方法が取られる場合もあります。 

 

単に特許を取得するのではなく、特許の活用も

視野に入れて、戦略的に出願することが必要で

す。 

 

 

 

 

 

１．そもそも技術内容が、特許になる発明か

どうか 

 

２．権利を取得した後に、他社が権利侵害して

いることを発見できるかどうか 

 

３．特許出願に要する費用に見合うだけの価値

があるのかどうか 

  →できるだけ強い権利を取得できるよう

に発明内容を掘り下げる（発明の権利

範囲を広くする） 

  →技術内容を使った事業によって、大幅

な事業収益が見込め、特許権の取得、

維持費用を回収できる／他社に権利を

販売する等で経費を回収できる 

 

 

特許で保護するにあたっての留意点 

これもチェック 

参考解説Ａ『特許権』（Ｐ84） 
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解説 

特許で保護しよう～特許取得の手続き～ ９ 

 

特許出願の流れは以下の図の通りです。特許出願に関しては、弁理士等の専門家に相談しながら

進めることになりますが、大まかな流れ等については理解しておくことが必要です。 

また、パソコンを用いて出願する「電子出願」も可能です。必要に応じて活用することを検討し

ましょう。 

 

 

 

特
許
出
願

方
式
審
査

審
査
請
求

審

査

特
許
査
定

登

録

公開
公報

特許
公報

１年６ヶ月後
 

 

   [方式審査] 

出願した書類が、規程どおりの体裁となっているのかについての審査を受けます。 

   [審査請求] 

特許は、出願しただけでは「特許権」になりません。出願から３年以内に、特許庁に

「審査請求」を行わなければ、権利として認められることはありません。特許出願か

ら３年近く経ち、出願していたものの今後使う予定がない場合等は、あえて審査請求

を行わないということもあります。 

   [審査] 

出願した技術内容が、特許権として保護されるべき内容か否かについて審査を受けま

す。審査結果は、「特許査定」もしくは「拒絶理由通知」が届きます。拒絶理由通知に

ついては、意見書や補正書を提出することで、特許査定が得られる場合があります。 

 

 

 

出願から登録までの流れ 

これもチェック 

解説 48『電子出願を活用しよう』（Ｐ74） 
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解説 

ノウハウで保護しよう～ノウハウ管理体制の重要性～ １０ 

 

知的財産をノウハウで保護する場合には、ノウハウが流出しないために管理体制を構築することが

最も重要です。また、万一、ノウハウが漏れた場合でも、裁判所において漏れた情報を「営業秘密」

であると認めてもらえるような管理体制を構築しておくことが必要です。 

 

そのためには、そもそも何をノウハウとして秘匿するのかを明確にし、さらに、それら情報につい

て、例えば、マル秘マークをつける等、第三者にも秘密情報であることが分かるようにしておくこと

が求められます。 

さらに、それら情報の管理が厳格にされていることが求められます。 

 

ノウハウが漏洩する可能性としては、従業員等が意図的に漏洩させる場合だけではなく、外部者の

工場見学時や、取引先の商談時のやり取りにおいても起こりえます。外部者の工場見学では、カメラ

の持込みを禁止する等注意が必要です。 

 

 

ノウハウ管理体制のチェック 

１．何をノウハウとして保護すべきであるのかが明確になっているか 

２．秘密情報であることが明示されているか 

３．秘密情報が記載されている書類の管理がしっかりされているか 

４．上記内容について、営業秘密管理規程等でルールを明文化しているか 

５．上記ルールを社員に周知し、管理を徹底することができているか 

 

 

これもチェック 

解説 12『営業秘密管理規程について知ろう』（Ｐ45）
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解説１０の事例紹介 

 

ブラックボックス化によるノウハウの秘匿維持 

 

 

Ｂ社は、顧客の様々な要求に対して真空技術・熱処理技術・表面処理技術を駆使して最適な解決策を提

案する金属熱処理・表面処理専門企業です。受注の大半は自動車用プレス金型や精密部品用金型の部品で

すが、金型産業の空洞化に伴い経営環境が厳しく早急な打開策が求められていました。 

 

そこで経営を安定させ、中期的な販売目標を達成するために 

①異分野への展開 

②受託加工から自社製品保有企業への転進 

③新製品・新技術の開発 

④加工専門特化 

の４つについて事業戦略を立てて、Ｂ社の進むべき方向付けについて検討を行いました。 

 

そのうちの一例を紹介させていただくと、Ｂ社が保有しているコア技術は、実用化された技術で新規の

発明はあまり期待できませんでした。そこで、新しく研究をはじめるために、官公庁の補助金をいただき

産学連携で大学・企業との共同研究に取り組むこととなり、共同研究に関する三者覚書を作成することに

なりました。しかしながら、真空技術・熱処理技術・表面処理技術は、処理炉の中での製品の置き方、ガ

スの流し方、温度の昇温・降温パターン等、一般的にノウハウが多い技術です。 

 

そこで成果物は、ノウハウとして秘匿・維持することとし、ノウハウの内容を確定するために、別途締

結する項目を覚書に盛り込みました。また、この覚書締結時にノウハウに相当するところを「朱字でノウ

ハウ」と明示しておき、「不正競争防止法」、並びに、下請け法による「不公正な取引の防止」に効力を発

揮するようにしました。 

 

このように、特許化が難しい技術をノウハウとして秘匿維持するブラックボックス化を採用しました。 

 
大同真空炉作業風景 製品（プレスカッター） 
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解説 

ノウハウで保護しよう～先使用権の確保～ 1１ 

  

知的財産をノウハウで保護する場合のリスク

は、他社が同様の技術内容を特許として出願する

ことにより、自社でその技術が使えなくなること

です。そのような場合でも、他社の出願より先に

“実施していた”“準備していた”ことを証明し、

「先使用権」が認められれば、少なくともその技

術を継続的に自社の事業で使用することができま

す。そこで、「先使用権」を立証できるだけの証拠

を確保しておくことが非常に重要となります。た

だし、単に資料を残しておくのではなく、先使用

権を立証することを意識した文書保管が必要で

す。いつ時点に実施していたのか、準備していた

のかが重要となりますので、資料の日付が分かる

ように管理しましょう。公証制度の利用も１つの

方法です。 

先使用権の立証に有効と思われる資料例 

■技術関連書類 

研究ノート／技術成果報告書 

／設計図・仕様書 

■事業関係書類 

事業計画書／見積書・請求書／作業日誌 

／カタログ・パンフレット 

 

これで勉強！！ 

『先使用権制度の円滑な活用に向けて 

―戦略的なノウハウ管理のために―』

http://www.jpo.go.jp/shiryou/s_sonota/pdf/ 

senshiyouken/guideline.pdf 

文書を保管していたにも関わらず、いざというときに役に立たなかったという事例は少なくありま

せん。また、先使用権は日本国内でのみ通用する制度ということにも注意が必要です。 

 

 

解説 

営業秘密管理規程について知ろう 1２ 

  

企業内の営業秘密については、外部に漏れない

ように、明確な管理を行うことが必要です。万一

営業秘密が漏れた場合でも、法的保護を受けられ

るようにしておくことが重要です。 

どのような情報でも「営業秘密」として認め

られるわけではなく、 

１．営業秘密として管理が厳密に行われ

ている。 
 

２．その情報が、事業活動にとって有用な

情報である。 

 

３．公然と知られていない 

 

という３つの要件を満たすことが必要です。

管理体制等を見直し、適切な体制作りを構築し

ましょう。 

これで勉強！！ 

『営業秘密管理指針』 

http://www.meti.go.jp/press/20100409006 

             /20100409006-6.pdf 
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解説 

不正競争防止法について知ろう 1３ 

 

不正競争防止法とは、「事業者間の公正な競争の確保」「国際的な約束の的確な実施の確保」を目

的とした法律です。解説１２『営業秘密管理規程について知ろう』で示されている営業秘密の扱い

についても、この「不正競争防止法」によって規定されています。 

不正競争防止法では、様々な「不正競争」について規程されています。特許権や商標権、著作権

等の権利を持っていない場合でも、不正競争防止法によって差止請求や損害賠償請求を行える場合

もあるため、万一に備えて把握しておきましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

不正競争防止法で規定される「不正競争」の行為類型 

 

①
周
知
な
商
品
等
表
示
の

混
同
惹
起

②
著
名
な
商
品
等
表
示
の

冒
用

③
商
品
形
態
の
模
倣

④
営
業
秘
密
の
侵
害

⑤
技
術
的
制
限
手
段
を

解
除
す
る
製
品
等
の
販
売

⑥
ド
メ
イ
ン
ネ
ー
ム
の

不
正
取
得
・
保
有
・
使
用

⑦
原
産
地
、
品
質
等
の

誤
認
惹
起
表
示

⑧
信
用
毀
損
行
為

⑨
代
理
人
等
の

商
標
冒
用
行
為

ⅰ
外
国
国
旗
、
紋
章
等
の

不
正
使
用

ⅱ
国
際
機
関
の
標
章
の

不
正
使
用

ⅲ
外
国
公
務
員
贈
賄

不正競争の定義（第2条） 条約上の禁止行為

刑事的措置あり 刑事的措置のみ  
（不正競争防止法の概要 2010 経済産業局 より）

 
 
  

これで勉強！！ 

『不正競争防止法の概要』 

http://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/pdf/fukyoho212.pdf 
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解説 

製品・技術開発の方向性を定めよう 1４ 

 

製品開発・技術開発を行うにあたっては、市場動向や顧客ニーズに沿った開発戦略が必要です。 

 

ライバル企業等の出願傾向から市場動向を探り、製品・技術の開発時の方策を立てるために、特

許調査を行いましょう。 

 

現在の製品・技術や、今後展開していきたいと考えている分野を中心に特許調査を行い、情報を

整理することで、技術分野の状況やライバル企業の技術動向を把握することができます。今後の製

品・技術開発の方向性を見極めるうえでの指標として役立てることが可能です。 

 

さらに、収集した特許調査の結果は、特許マップの作成に活用することで、より市場動向及び業

界動向を把握することに役立ちます。必要に応じて、特許マップも作成してみましょう。 

 

 

特許調査で分かること 

 

１．ライバル企業の出願傾向から、ライバル企業が力を入れている技術分野や進もうと

している方針等が分かる。 

２．他社特許をヒントに、よりよい商品・技術開発に役立つ情報が得られる。 

３．まだライバル企業等が手をつけていない分野（ニッチ市場）を探し出すことがで

きれば、その分野において市場を独占することができる可能性もある。 

これもチェック 

解説 6『特許調査を実施してみよう』（Ｐ39） 

解説 15『応用技術について特許マップを作成してみよう』（Ｐ49） 
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解説１４の事例紹介 

 

特許検索による業界動向の把握と経営への活用 

 

 

Ｃ社は、フットケア・ボディケアを中心とした製品の企画・販売を行っている会社です。 

流通業の現場では単に商品を売る時代から、小売店が顧客の要望に応じて最適な商品を提供する時代に

大きく変化してきています。また、フットケア業界においても例外ではなく、靴の専門家でなくても最適

なサービスを提供できるシステムが要望され、さらに足関連だけではなく、身体の様々な情報を連動させ

た販売支援システムの構築が世界の流れになりつつあります。そのための科学的測定手法等、この方面で

の技術の動きを知り、海外を含めて対処していくことが非常に重要です。 

 

このような状況の中で、IPDL（特許電子図書館）を利用して関連の特許の抽出を行いました。 

 

まず特許を検索するための適切なキーワードを 

①姿勢やセンサーの関連 

②靴やインソールの関連 

③服や試着の関連 

④足圧の関連 

の 4 つのグループで選び、次に関連特許抽出のための判断基準一覧表を作成し、検索した 657 件から、

作成した基準をもとに関係する特許を総計 155 件抽出しました。 

 

得られた特許群は、他社動向を把握するだけでなく、今後の事業展開に合わせての先行技術の調査に活

用することができます。また、業界の技術動向を把握できたので、自社の強みを活かした事業展開や共同

開発を行う素地を構築しました。 

 

 

 

48 



 

解説 

応用技術について特許マップを作成してみよう １５ 

 

特許マップとは、ある特定分野の特許情報をもとに、特定の利用目的に応じて加工・分析して、ビ

ジュアル的に表現したものです。特許マップを作成すると、特許から見た技術開発動向や、技術開発

未着手分野（課題）等が明確になるため、自社の持つ技術レベルを判断したり、業界の今後の動向の

推察、自社技術の開発方針の検討に活用することができます。 

特許マップには、「件数推移マップ」や「構成比マップ」「マトリックス表示マップ」等の様々な種

類がありますが、目的や用途に合わせた適切な特許マップを作成することが重要です。 

 また、特許庁が作成した技術分野別特許マップがインターネット上（http://www.jpo.go.jp/ 

shiryou/s_sonota/tokumap.htm）で公開されています。自社の関連分野の特許マップを参考にす

ることも１つの方法です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

特許マップの例 

基本部分

本技術の組成物

特許第332XXX号
特許第337XXX号

米国では特許譲渡元が
特許を保有
（欧州は公開まで）

応用部分

本技術をゴムに添
加した後の組成物

特許第312XXX号
特許第315XXX号

特許防衛のための出願・公開

ゴムチェアー 特開平8-33XX
ベーストレッド 特開平8-33XX
サイドウォール 特開平8-33XX
乗用車用タイヤ 特開平7-33XX
大型車用タイヤ 特開平9-87XX
ベルトクッションゴム 特開平9-11XX
・
・

タイヤ組成物

樹脂組成物
エラストマー

特開平10-13XX

特開平9-313XX
特開平9-321XX

特開平9-35XX

樹脂組成物

要素限定の出願・公開

特願平9-266XXX

複合体
特願平9-355XXX

強化ゴム
特願平10-172XXX

特願平10-19XXX

ゴム組成物

組成物①
特願平10-19XXX

組成物②
特願平8-21XXX

組成物③
特願平9-331XXX

樹脂組成物

大手顧客との共同出願
樹脂組成物およびその製造方法
特開2004-149XXX

要

素

限

定

用 途 展 開

例１ 

（中小・ベンチャー企業知的財産戦略マニュアル 2008 特許庁より）

（（独）工業所有権情報・研修館 特許流通支援チャートより）

（特許庁 技術分野別特許マップより）

例２ 例３
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解説１５の事例紹介 

 

特許マップによる経営への活用 

 

 

Ｄ社は自動車、建築関連等に用いるねじ、ナットを製造、販売しています。標準品は中国、台湾製等の

低価格品が使用されるようになり、高付加価値、高信頼性製品の開発による差別化戦略が課題になってい

ます。 

 

４人の開発者が各自の開発課題を抽出し、各々の開発課題について電子図書館により特許調査を行いま

した。開発者はこれまでも簡単な特許検索を行っていましたが、より精度の高い検索を行うために、キー

ワードの選び方、F ターム、FI を用いた検索手法を学びました。 

 

Ｄ社の事業と関連の深い特許については、他社特許への抵触の可能性及び特許回避の方法等をより詳し

く分析するために、経過情報等により権利化の状況、特許公報の内容等を確認しました。 

 

技術開発動向の把握、競合企業の開発動向、Ｄ社の今後の開発戦略等の立案を行うために、Ｄ社が今後

の主力製品と考えている技術分野について、「技術開発課題」「解決策」「企業別出願件数」等の特許マップ

を作成しました。 

 

 

 

 

競合企業の●●に関する特許出願件数

0

2

4

6

8

10

12

B社 C社 D社 E社 A社 F社 G社 H社 I社 J社
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解説 

自社以外の技術で事業化を検討しよう 1６ 

 

自社の技術だけでは課題解決が難しく、特許調査等により課題解決できる技術が見つかった場合に

は、その技術を保有している企業や大学等の権利者から、その技術特許を購入する・ライセンスとし

て使用する権利を譲り受けることを検討してみましょう。 

社内開発する場合の『「時間・費用」と「完成できるのかのリスク」』と、『「特許を購入」「ライセ

ンスを受ける」為の費用』のバランスで判断することが一般的です。 

権利者との交渉・調整次第ではありますが、事前に方策を理解し、費用と事業化後の収益との関係

について意識しておくことが必要です。 

全ての技術を社内で開発するのではなく、自社以外の技術も活用した事業展開を念頭におくこと

で、時期を逃すことなく、スムーズな対応が図れることもあります。 

 

 

 

 

 

①技術（特許）を探す

②ライセンス候補相手の事前調査

③事前準備

④交渉を行う

⑤契約を締結する

特許情報の活用
特許流通アドバイザー
特許流通データベースの活用 等

a）「相手企業」
b）「特許原簿」
c）「特許発明の実施状況」を調べる

a）ライセンス対価の支払い方法
b）自社技術を融合させる場合にはその開示等の基本方針を決めておく。

契約書の雛形やチェックリストを事前に準備しておくと、
漏れのない契約内容にすることができます。

事前調査段階から、弁理士・弁護士・アドバイザー等
外部専門家に相談することが大切です。

 

 

（中小・ベンチャー企業知的財産戦略マニュアル 2008 特許庁より） 

 

ライセンスを受けるための契約に向けたフロー図 
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解説 

共同研究を行おう～共同研究のメリット・デメリット～ 1７ 

 

自社の技術だけでは、研究開発することが難し

い場合に、他社と共同研究を行うことが考えられ

ます。共同研究は、互いの強みを活かすことがで

き、研究開発費の削減にもつながる等のメリット

がありますが、デメリットもあります。共同研究

相手については、地域の中小企業や大手企業、大

学等の研究機関等様々ありますが、いずれの場合

においても、共同研究を行うにあたっては、知的

財産保護の観点から、メリット・デメリットを理

解したうえで、判断することが必要です。 

共同研究のメリット・デメリット 

・お互いの強みを活かすことができる。 メ
リ
ッ
ト 

（研究開発費の削減につながる） 

・出願費用を抑えられる。 

・特許を自由に使えない。 

第三者にライセンスする場合や、自

分の持分を譲渡したり債権を設定す

る場合には、共同出願人の同意が必

要 

デ
メ
リ
ッ
ト 

・技術・ノウハウが共同研究者に漏れる。
 

積極的に共同研究の実施を検討しながらも、共

同研究にあたっての留意点を押えて進めるように

しましょう。 

 

解説 

共同研究を行おう～契約の重要性～ 1８ 

  

共同研究を行うことを決めた場合には、しっか

りと契約を結ぶようにしましょう。契約を結んで

いない場合には、共同研究を終えた後にトラブル

となる可能性があります。例えば、共同研究開発

前に保有していた技術を特定していなかったため

に、共同研究の成果とみなされ、自社技術が使わ

れてしまう危険性があります。そのようなトラブ

ルを起こさないために、共同研究開始時には契約

を結び、役割や権利関係を明確にしておくことが

必要です。 

 

「共同研究」であっても、よく話を聞くと共同

研究ではなく、委託契約に準ずる内容であったり

することがあります。そもそも「共同研究契約」

でよいのかについても検討することが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

契約締結に際してのポイント 

■共同研究のために提供する自分の「特許」や

「ノウハウ」の取扱い 

■情報等提供と守秘義務等 

■研究の役割分担・費用分担、また中止の場合

■研究開発期間（特に終期）の設定 

■成果物の帰属（含む開発終了後） 

■成果物、特に知的財産の出願等の取扱い 

■成果物たる特許権の実施 

（含む第三者への実施許諾） 

■共同研究終了後の利用特許等の取扱い 

■相手方のリストラ・倒産等への対応 

（特許・ノウハウに関する共同研究開発契約の手引き
2003 関東経済産業局より）

大手企業と中小企業の連携においては、生産

体制や販売網の差等によって、市場で対等な関

係を維持できない場合があります。 

それにも関わらず共同研究に係る費用を五

分五分で契約してしまうと非常に不利です。共

同研究の結果をどう活かすのかも踏まえて、契

約内容を検討することが必要です。 

これで勉強！！ 

『特許・ノウハウに関する共同研究開発契約

の手引き』 

http://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/chiiki/ 

                  data/tebiki.pdf
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解説 

共同研究を行おう～大学との共同研究～ 1９ 

  

大学や公的な研究機関の技術を活用して、事業

展開することも１つの方法です。積極的に大学等

の公的研究機関の技術の活用を検討しましょう。 

大学ならではの留意点がありますので、企業と

の共同研究と同様に、契約等については、細心の

注意を払いましょう。 

 

 

クリエイションコア・東大阪に入居する大学等 

 

「クリエイションコア・東大阪」には数多くの大

学が入居しています。産学連携のための支援制度

もあります。 

 

大阪工業大学／大阪産業大学／大阪大学／大阪商

業大学／神戸芸術工科大学／大阪電気通信大学／

大阪府立大学／東北大学金属材料研究所／関西大

学／近畿大学／関西学院大学／同志社大学／龍谷

大学／奈良先端科学技術大学院大学／立命館大学

／熊本大学／国立奈良工業高等専門学校 

 

平成２３年２月時点 

 

解説 

2０ 権利を維持するか、放棄するかを検討しよう 

 

特許権は取得すれば終わりではありません。取

得した権利をいかに経営的資産として活用するの

かが重要です。 

特許権は、取得した後も権利として維持するた

めに費用が必要です。しかし、保持している権利

の中に、現在使っていない、又は、今後も使う予

定のない権利があるのであれば必要に応じて、権

利を放棄することも検討しましょう。権利を放棄

するにあたっては、単に手放すのではなく、他社

に権利を販売（譲渡）することで、資金を獲得す

ることもできます。 

 

権利を放棄すれば、特許技術は使えなくなり、

また、該当技術によって得られたかもしれない潜

在的な利益を失う可能性もあるので、慎重な判断

が必要ですが、使っていない特許権について、維

持管理費を払い続けることがよいのかという視

点で、戦略的に検討することが必要です。 

 

 
「大学との共同研究」ならではの留意点 

 

１．相談の段階から秘密保持契約を結ぶこと等

を検討する 

共同研究が始まっていない相談段

階の内容を、他社に話されてしまう可

能性があります。相談の段階から、秘

密保持契約を結ぶことについて検討

しておくことが重要です。 

 

２．共同研究に参加する研究者の扱いを明確に

しておく

学生が共同研究に関わる場合、学生

は卒業後に、ライバル企業に就職する

可能性もあります。学生とも秘密保持

義務を保持しているのか等について

も考慮しておくことが重要です。 

 

３．研究者が学会等で論文発表する場合につい

て事前に相談しておく

学会で発表してしまった内容につ

いては、特許出願するにあたって、「新

規性なし」と判断され、特許として認

められない可能性が高くなります。 

これもチェック 

解説 21『知的財産の活用戦略を知ろう』

（Ｐ54）
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解説 

知的財産の活用戦略を知ろう 2１ 

 

知的財産は、権利として取得したものを社内で使うだけではなく、より広い視点で活用することが

重要です。知的財産を戦略的に活用していきましょう。 

下記は、知的財産戦略の一例です。各戦略には一長一短があります。その特性を理解したうえで、

事業状況に応じた戦略を選択することが必要です。 

 

独占戦略 自社のみで特許技術を活用し、他社には一切利用させない。 

メリット 大きな利益が期待できる。 

デメリット 他社から係争が起こる可能性が高い。 

ライセンス戦略 他社に特許の使用を認め、ライセンス料を獲得する。 

メリット ライセンス料を獲得できる。 

デメリット 独占的利益を確保できない。 

ノウハウ戦略 自社技術をブラックボックス化し、優位性を得る。 

メリット 技術が漏洩しない。 

技術が漏洩した場合に、法的保護がない。他社が特許化し、自社での利用が

困難となる可能性がある。 
デメリット 

権利譲渡戦略 他社に特許技術を譲渡し、資金を獲得する。 

メリット 使用しない技術を譲渡することで、特許維持管理費の発生がなくなる。 

特許技術を使えなくなる。該当技術によって得られたかもしれない潜在的な

利益を失う可能性がある。 
デメリット 

 

 ※他社の特許と相互にライセンスする「クロスライセンス」も１つの策として有効です。競合関係等

も考慮し、適切な協力関係を図ることが必要です。 

 

解説 

ライセンス契約について知ろう ２２ 

  

特許等の権利は、自社で発明するだけではなく、

「特許を購入する」「ライセンスを受ける（ライセ

ンシー）」という方法によって権利を得ることがで

きます。逆に、社内の使っていない特許権を他社

に譲ったり、専用実施権の付与や、通常実施権を

付与することで、ライセンス料を獲得することも

可能です。特許の活用に関しては、社内で使うと

いうことだけではなく、他社に売る、ライセンス

する等も選択肢の１つであり、戦略的な活用を検

討しましょう。 

ライセンスの種類 （権利を取得する） 

■特許を購入する 

他社の技術（特許）を購入し、特許権を譲り

受ける。 

■ライセンスを受ける 

（１）専用実施権 

自社のみが独占して使用できる権利 

（２）通常実施権 

他社にもライセンスされる可能性がある

権利 

 

解説 16『自社以外の技術で事業化を検討しよう』（Ｐ51） これもチェック 
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